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学校現場におけるICTの活用の
現状と課題

中野 泰志（慶應義塾大学）
nakanoy@z7.keio.jp

新しい時代の特別支援教育の在り方・ヒアリング 2019年11月8日

1

目次
1. はじめに
2. 教育現場を取り巻く社会的状況の変化
3. 学校種・障害種ごとの実践事例
4. 場面別の具体的事例の紹介
5. おわりに

2

１．はじめに
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自己紹介
• 国立特別支援教育研究所(1988-1997)
–視覚障害教育研究部で９年間勤務

• 慶應義塾大学(1997-2003)
–経済学部で一般教養の心理学を担当
–視覚障害学生の支援

• 東京大学先端科学技術研究センター(2003-2006)
–福島智さんとバリアフリーの拠点づくり

• 慶應義塾大学(2006-
–包括的な障害学生支援体制の樹立
–バリアフリー・UDに関する研究拠点づくり

4



2

主な研究テーマ
• 読書研究：中途視覚障害者の点字学習、拡大教科書、視
覚補助具、デジタルリーディングエイド開発、教育・福
祉的観点からの視機能評価等

• 移動研究：ハイブリッド車事故防止、階段やエスカレー
タでの転落事故防止、駅ホームからの転落事故防止、適
切な声かけや誘導方法等

• コミュニケーション研究：ノンバーバルコミュニケー
ション、支援技術等

• 重複障害研究：重度重複障害児の機能的視覚
（Functional Vision Assessments）等

• 共生社会構築研究：障害の社会モデルの普及・啓発等
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ICTの活用に関する主な研究歴
• 1989年：盲児が単独で学習出来るCAIソフト、
点字楽譜学習用ソフトの開発

• 1989年：点字入力・音声出力のある視覚障害者用携
帯情報端末「ユリーカＡ４」の日本語版の開発

• 1990年：点字から墨字への自動変換ソフト
「KANTAS」の開発

• 1992年：病弱・虚弱児、盲ろう児、弱視児のための
「教科書・教材リーディング・エイド」の開発

• 1992年：TeXを用いた弱視用拡大図書の作成方法の
開発

• 2014年：タブレット端末で教科書や教材を閲覧出来
るアプリ「UDブラウザ」の開発
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担当している委員等
• 内閣官房「ユニバーサルデザイン2020関係府省連絡会
議・心のバリアフリー分科会」・座長

• 文部科学省「障がいのある学生の修学支援に関する検討
会」・委員

• 文部科学省「デジタル教科書」の効果的な活用の在り方等
に関するガイドライン検討会議・委員

• 全国高等教育障害学生支援協議会（AHEAD JAPAN）・
理事

• 学校法人 慶應義塾・協生環境推進室事業委員会・バリア
フリー委員会・委員長

• 国土交通省「バリアフリー整備ガイドライン改定
検討委員会」・委員
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結論＆提言
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障害のある人にとってのICTの意義
• 心身の機能を補完する道具（医学モデル的意義）
–例えば、弱視児の低い視力を補い、文字や図形等を拡大
してくれる「ルーペ」は、教科書等の文字や図形等が小
さいという「社会的障壁」を克服するために、低い視力
を補う道具。ICT機器としてタブレットを使うのは、道
具の進歩を意味する。

• ICTによるインクルーシブな社会の再構築（社会
モデル的意義）
–社会のICT化によって、教科書等がアクセシブルなデジ
タルデータで提供され、誰もが自分に適した設定で読む
ことが出来るようになれば、文字や図形等が小さくてア
クセス出来ないという「社会的障壁」がなくなる。
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結論
• ICTの活用は、障害のある人達が遭遇している
「社会的障壁（バリア）」を低減し、ノーマライ
ゼーションを推進する上で必要不可欠

• Society5.0を、障害のある人達を想定して構築
される初めての社会にするための鍵

• 基礎的環境整備として、誰もが必要なICT機器を
利用出来る環境（機器購入支援、人的支援、制度、
理解啓発等）が必要

• 通常の学級等で基礎的環境整備が必ずしも十分で
ない場合には、ICTの利活用が合理的配慮として
認められるような制度設計が必要！
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結論
• 障害や発達段階の多様性を包含するためには、個
別性（必要な支援機器やサービス等の個別性を認
められるシステム）を重視する必要がある

• 学習者用デジタル教科書の作成において各教科書
発行者が障害に関する理解を深め、アクセシビリ
ティを考慮したシステム作りに尽力しているよう
に、すべての関係者が障害のある人達を前提とし
たシステム作りが出来ることが大切

• 義務教育段階だけではなく、入学・就職試験、進
学・就職後等、一生涯の日常生活・社会生活を見
通した取り組みが必要
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ICT活用は、
Society5.0を、
「最初から

障害のある人を想定した
ノーマルな社会」として

構築する鍵！
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「ヒト」に関する提言
• 障害のある子供達や保護者に対して、ICTの活用
によって、自立の選択肢を増え、学習のみならず、
日常生活や社会生活の質を向上させ、将来、社会
参加や社会貢献（例えば、ピアサポーター等とし
て）をする上で重要な役割を果たすことが実感出
来るようにする

• 障害のある子供達や保護者が、 ICTの活用方法等
を相談できる人材を育成する

• ICTを利用することが、障害のある子供達の人権、
教育権を守るために必要であることをすべての国
民が理解出来るよう啓発する
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「ヒト」に関する提言
• 教員が、ICTを通常の教科書や教材と同じレベル
の指導ツールとして使いこなせるように、教員免
許更新や教員養成において単位の必修化等を行う

• 教員養成や免許更新等に関わっている大学等にお
いて、適切な指導が出来る専門家を養成する

• 学習指導要領のさらに強化し、教員が、個別の指
導計画や教育支援計画の中に、ICT活用が必ず位
置付けられるようにする

• 教員をサポートするために、支援技術スペシャリ
ストの養成や学校へのスペシャリストの配置をお
こなう
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「モノ」に関する提言
• 個々人が必要とする支援機器が開発され、安定的
に提供出来るようにする

• ICT活用を希望する障害のある子供達が、どこに
（特別支援学校、特別支援学級、通級指導教室、
通常の学級）在籍していても、必要な機器（支援
機器だけでなく、ネットワーク整備も含む）を利
用出来るようにする

• ユニバーサルデザインの観点で、すべてのICT機
器（WEBページを含む）のアクセシビリティ・
ユーザビリティが保障されるようにする
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「カネ」に関する提言
• 米国のIDEAのようなICT活用に関する法制度を
確立する

• 障害の種類・程度、在籍校、家庭の経済状況等に
限らず、必要不可欠なICT機器が入手できる補助
金制度等を確立する

• 学校で、ICT機器が活用できるように、機器やイ
ンフラ整備等の補助金制度等を確立する

• 各地域に、ICT機器のフィッティング等を行うリ
ソースセンター（人材を含む）等を構築する

• 研究や実践等を促進するための研究費を増やす
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時間が許す限り、
「結論＆提言」の
根拠を事例に則して
示します！
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２．教育現場を
取り巻く社会的
状況の変化
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（1）新学習指導要領で
は「情報活用能力」が
明確に位置付けられた
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小・中・高等学校共通のポイント
• 情報活用能力を、言語能力と同様に「学習の基
礎となる資質・能力」と位置付け
–総則に「言語能力、情報活用能力（情報モラルを含
む。）などの学習の基盤となる資質・能力」を育成
することが明記！

• 学校のICT環境整備とICTを活用した学習活動
の充実に配慮
–総則に「情報活用能力の育成を図るため、各学校に
おいて、コンピュータや情報通信ネットワークなど
の情報手段を活用するために必要な環境を整え」る
ことが明記！
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（２）新学習指導要領に
おける自立活動に
環境因子の考え方が
導入された
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改訂のポイント
• 「障害に基づく種々の困難」（医学モデル的な障
害観）から「障害による学習上又は生活上の困
難」（社会モデル的な障害観）の改善・克服へ。

• 「児童生徒の心身機能を向上させる」から「人的
支援を含めた環境を調整する」という解決方法へ。

• 「(4)障害の特性の理解と生活環境の調整に関す
ること」が新設（1 健康の保持）

学習上・生活上の困難を改善・克服したり、生活環境の
調整や合理的配慮を提供する際に、ICTは有用なツール
となる！
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（３）学校教育法等の
一部を改正する法律によ
り、「学習者用デジタル
教科書」が制度化
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学校教育法等の一部を改正する法律

• 教育の情報化に対応し、平成32年度から実施
される新学習指導要領を踏まえた「主体的・ 対
話的で深い学び」の視点からの授業改善や、障
害等により教科書を使用して学習することが困
難な児童生徒の学習上の支援のため、必要に応
じて「デジタル教科書」を通常の紙の教科書に
代えて使用することができる(併用制［注］) よう、
所要の措置を講ずる。

• ［注］引き続き、紙の教科書を給付。

平成31年４月１日施行
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デジタル教科書のイメージ
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（４）大学入試でも
タブレットの利用が
許可されるように
なってきた
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受験上の配慮事項
• 解答方法や試験時間に関する配慮
–点字解答：1.5倍、文字解答：1.3倍等

• 試験室や座席に関する配慮
–エレベータやトイレに近い場所や別室等

• 持参して使用するものに関する配慮
–拡大鏡、照明器具等

• その他の配慮
–拡大問題冊子、

• 備考：パソコンの利用
27

（５）読書バリアフリー
法が成立し、ICTの活用
等による一般の書籍の
アクセシビリティも
向上する予定
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視覚障害者等の読書環境の整備の推進
に関する法律（読書バリアフリー法）

2019年6月21日成立

29

３．学校種・障害種
ごとの実践事例

30

学校種別、障害種別のICT活用事例

＜発行元＞
　独立行政法人　国立特別支援教育総合研究所 .
　〒 239-8585　神奈川県横須賀市野比５－１－１
　TEL:046-839-6803　FAX:046-839-6981
　URL:http://www.nise.go.jp/cms/7,12446,32,142.html
＜本研究に関する問い合わせ先＞
情報・支援部　総括研究員　金森克浩

なぜいま ICTなのか？
　すべての子供は、その能力に応じて、ひとしく教育を受ける 権利があります。 障害のある子供一人一人
の教育的ニーズに合わせた適切な教材等を活用することで、さまざまな困難を取り 除いたり、減らしたり
することができます。ICTの活用はそうした子供たちの可能性を広げる機器として、またこれからのイン
クルーシブ教育システム推進において合理的配慮を進めるために大きな役割を果たすことができます。この
リーフレットを参考に、子供たちの可能性を広げるために ICT活用をはじめてみましょう。

特別支援教育で

ICTを活用しよう
　独立行政法人国立特別支援教育総合研究所では、障害のある児童生徒の教育を充実さ
せるための ICT活用について学校現場で活用されている ICT機器の基本的な情報を収
集し整理を行い、学校現場に役立つ事例を整理しました。
　本研究の成果は障害のある児童生徒を指導する教員への参考資料として活用されるこ
とを目的としています。
　このリーフレットは、独立行政法人国立特別支援教育総合研究所が平成23年度～
27年度の間に行ってきた中期特定研究「特別支援教育における ICTの活用に関する研
究」に基づいて作成しました。

独立行政法人国立特別支援教育総合研究所では、平成 26 年度～ 27 年度において「障害のある児童生徒
のための ICT 活用に関する総合的な研究－学習上の支援機器等教材の活用事例の収集と整理－」を実施し、
全国の特別支援学校と高知県・仙台市・品川区の小・中・高等学校での ICT 活用に関する調査及び都道府県・
指定都市の教育委員会への ICT 活用の調査を行い好事例を整理し、実践事例の整理・検討を行いました。

実施した調査

活用事例の整理・検討

結　果

・全国の特別支援学校悉皆調査
・回答数は 783 校 ( 回収率 62.2％ )
・ ICT の活用を中心に，学習上の
支援機器，教材・教具等の保有
状況並びに，その活用の現状と
課題を把握

特別支援
学校

・都道府県・指定都市の教育委員会
・回答率 100％
・ 無線 LAN の設置及びタブレット
PCのアプリケーション導入整備
についての方針及び特徴的な取
り組みを収集

教育
委員会

・ 高知県・仙台市・品川区の小・中・
高等学校へ調査
・ 回答数は 437校 ( 回収率 77.8％ )
・ 通常の学級，通級指導教室，特
別支援学級などの ICT 機器の整
備状況とその活用について情報
収集

小・中・
高等学校

知的障害特別支援学校では整備状況に遅れもみ
られる。
今後の ICT 活用推進のためには、「校務分掌の整
備の必要性」「キーパーソンの育成と確保」「ガ
イドブックやマニュアルの準備と利用」「ICT 活
用に関わる研修の実施」「無線 LAN の整備」な
どが求められる。

学校に無線 LANを設置できると回答した教育委
員会は 60%であり、自由記述では、「管理者へ
の申請が必要」「要項を制定する」などの記述が
あった。タブレット端末のアプリ購入について
は、有料アプリの購入については郵券の管理方
式のようにプリペイドカードを購入して利用用
途を記録する方法などもあった。

ICT 活用に関しては特定の教員に依存している
現状がある。
ICT 活用を推進するためには、専門性の向上や
環境の整備などが課題である。
通級指導教室については、必要度は高いが、通
常の学級に比べて十分整備されていない現状に
あった。

観
点
A コミュニケー
ション支援 B活動支援 C学習支援

項
目

A1
意思伝達
支援

A2
遠隔
コミュニ
ケーショ
ン支援

B1
情報入手
支援

B2
機器操作
支援

B3
時間支援

C1
教科学習
支援

C2
認知発達
支援

C3
社会生活
支援

事
例

タブレッ
ト PCの
文字入力
機能を
使った実
践

タブレッ
ト PCの
文字入力
機能を
使った実
践

教科書を
読む際
に、読み
上げ音声
で内容を
理解

タブレッ
ト PCで
写真を撮
る

授業の流
れを理解
する

タブレッ
ト PCと
アプリを
利用した
漢字学習
支援

タブレッ
ト PCな
どを使い
ながら
個々の学
習課題を
支援した
事例

自分の姿
を振り返
るモニタ
リング事
例

●  リーフレット
の作成

●  特別支援教育教
材ポータルサイ
トへの掲載

研究成果の
アウトプット

31

特別支援教育教材ポータルサイト

32
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学習上の支援機器等教材活用促進事業

33

ICT活用ハンドブック：発達障害

平成25年度文部科学省調査研究委託事業

ICT活用
ハ ン ド ブ ッ ク

通 常 の 学 級 編

特別支援学級編 通級指導教室編 通常の学級編

34

「デジタル教科書」の事例集

デジタル教科書

ָ
स
ं
༽

実践事例集

2019年3月

6

デジタル教科書Ν׈༽ָͪ͢स๏๑͹例
υζνϩگՌॽΝָसं༽αϱϒϣʖνͲ࢘༽ͤΖ͞ͳͶΓΕՆ೵ͳ͵Ζָस๏๑͹ྭΝ
়ղ͢Ήͤɽ

ͺಝͶɼಝพ͵ഓྂΝචགྷͳͤΖࣉಒਫ਼ై౵Ͷͳͮͱɼָस৏ༀཱིͯؽ೵Ͳͤɽ

1ʝ֨୉

ՌॽΝ֨୉͢ͱනࣖͤΖ͞ͳ͗Ͳ͘Ήͤɽگ

2ʝ書͘ࠒΊ

΋ࠒୱͶॽ͘؈ՌॽͶϘϱΏϜʖΩʖͲگ
͞ͳ͗Ͳ͘Ήͤɽ

3ʝฯଚ

Ξ಼ͫ༲ΝฯଚʀනࣖͤΖࠒՌॽͶॽ͘گ
͞ͳ͗Ͳ͘Ήͤɽ

4ʝؽփԽ੢ಣΊ৏͝

փԽ੢ͲಣΊ৏͝Ζ͞ͳؽՌॽ͹ชহΝگ
͗Ͳ͘Ήͤɽ

5ʝഐܢʀช࣊৯͹รߍʀൕ఺

ʀൕ఺ͤΖߍ৯Νร࣊৯ʀชܢՌॽ͹ഐگ
͞ͳ͗Ͳ͘Ήͤɽ

6ʝルϑ

ͶϩϑΝ৾Ζ͞ͳ͗Ͳ͘Ήͤɽ࣊׿Ռॽ͹گ
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障害種別、在籍校別に
様々な事例集や
ハンドブックが
公開されている

36
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事例集やハンドブックを
参考にする時には、
情報収集のバイアスや
情報の更新時期・頻度に

注意が必要！

留意点

37

４．場面別の
具体的事例の紹介

38

（1）就学前の相談場面
（早期教育相談、
センター的機能に
基づく相談等）

39

就学前の児童生徒の家族は
特別支援教育に関する

具体的な情報を求めている！

感覚障害は臨界期前の介入で
二次障害を軽減できる！

必要性

40
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先天性の障害児には
０歳からの早期相談に

関する情報が
必要不可欠

41

盲学校・聾学校の早期教育相談では
WEB等で情報提供を実施！

東京都ロービジョンネットワーク福井県・羽二重ねっと

教育・福祉・医療等の専門機関をつなぐスマートサイトの例

42

発達障害等のある子供達の
ためのペアレント・トレーニング

日本でも
ICTの活用事例が
始まっている

43

視覚・聴覚・言語等の
発達のためには
臨界期前の介入が
必要不可欠！

44
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視覚支援等は肢体・知的にも重要！

45

WEB、テレビ電話、
SNS、メール等の
ICTを活用すれば、
ニーズに応じた
遠隔支援が可能！

46

特に、視覚障害と聴覚障害は
早期介入が重要なので、
ICT環境整備だけでなく、
対応出来る専門家が
安定的に役割を果たせる

システムづくりが急務の課題！

留意点

47

（２）教科書・教材を
扱う場面

48
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通常の紙媒体の教科書や教材へ
アクセスするためには
ICTの活用が

必要不可欠なケースが多い

必要性

49

教科書・教材を
電子化するニーズは
すべての障害、学校種、
学習場面、発達段階で
高いニーズがある！

50

ガイドライン等により
教科書発行者の

デジタル教科書・教材も
かなりアクセシブルに
なってきている

51

しかし、
すべての教科書がデジタ
ルになっているわけでは
ないし、障害によっては
使えない場合もある

52
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そこで、障害のある
児童生徒用に
「音声教材」と

「PDF版拡大図書」が
提供されている

53

主として
発達障害の

児童生徒向けの
デジタル教材
＝音声教材

54

日本障害者リハビリテーション協会
「マルチメディアデイジー教科書」

55

東京大学先端科学技術研究センター
「Access Reading」

56
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NPOエッジ「音声教材BEAM」

57

茨城大学「ペンでタッチすると
読める音声付教科書」

58

広島大学「文字・画像付き音声教材」

59

愛媛大学教育学部
「愛媛大学UNLOCK」

60
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主として
弱視の

児童生徒向けの
デジタル教材

＝PDF版拡大図書

61

慶應義塾大学「PDF版拡大図書」

62

教科書・教材は
「読み物」ではなく、
教員が教えるための

ツールの一つであることを
考えることが重要！

留意点

63

活用の成否を分ける留意点
• 障害の種別、在籍している学校、指導形態等に
よって必要なアプリの機能は異なる！

• 教科書や教材は単なる「読み物」ではないので、
学校や家庭でどのように利用されるかを考えな
ければならない！

• 主体的な学びを考えると、教科書、自作教材、
一般書籍等を統一的に扱えることが重要！

• 児童生徒が自分で主体的に必要な情報（新聞や
書籍等）を即時に扱えるようにする必要があ
る！

64
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（３）教科指導の
場面

65

障害のある子供達だからこそ、
体験を通した

インタラクティブな指導が
求められているが、
特別な機材等は高価で

購入することが困難だった！

必要性

66

教科書発行者による
デジタル教材や
各種教材アプリ、
センサー等が
数多くある！

67

教科、障害の特性、授業形態
等に応じて活用出来るアプリ

は異なる！
また、指導事例の蓄積が

重要！

留意点

68
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（４）授業での
情報保障場面

69

授業、特に、通常の学級での
一斉指導場面では
情報保障が重要！

また、遠隔授業のニーズも
増加！

必要性

70

視覚障害の例：カメラアプリで
板書や顕微鏡を見る

顕微鏡板書

71

聴覚障害の例：補聴援助システムや
UDトークでの情報保障

通常の学級で学ぶ
人工内耳の難聴の
ある児童生徒学生
には人気！ 入学式等の式典で活用さ

れるケースが増加！

72
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遠隔からの
授業、

交流及び共同学習

73

授業における情報保障は、
障害の特性やニーズに基づいて

行う必要がある

視覚障害＝カメラアプリ、
聴覚障害＝UDトーク

という画一的な対応はダメ！

留意点

74

（５）入試や進学後を
見据えた指導場面

75

大学入試や進学後に
必要なICTスキルや
合理的配慮の求め方に
関するニーズは高い！

必要性

76
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パソコンの利用が明記された！

77

DO-IT Japan

78

大学進学を目指す視覚障害のある
高校生のための宿泊セミナー

主催：広島大学氏間和仁研究室、共催：慶應義塾大学中野泰志研究室
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79

大学等での障害学生の受け入れ
• 障がいのある学生の修学支援に関する検討
会報告（第一次まとめ）（平成24年6
月）
–http://www.mext.go.jp/b_menu/hou
dou/24/12/1329295.htm

• 障害のある学生の修学支援に関する検討会
報告（第二次まとめ）（平成29年4月）
–http://www.mext.go.jp/b_menu/shin
gi/chousa/koutou/074/gaiyou/138
4405.htm

80
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全国障害学生支援センター
• 大学案内障害者版・入試情
報の発行

• 障害学生受け入れ状況調査
• 相談・情報提供事業
• 障害をもつ学生交流会
• 障害学生ネットワーク
（facebook）

• 各種調査・研究

81

日本学生支援機構（JASSO）
• 講習会等のイベントの実施
• 実態調査・研究の実施
• 支援ガイド・教材の発行
• 大学・機関の動向調査
• 支援ネットワークの形成
• FAQ
• 障害学生奨学金等情報の公開

82

全国高等教育障害学生支援協議会
（AHEAD JAPAN）

• 大学における障害学生
支援の充実並びに学術
研究の発展に寄与する
ことを目的に調査・研
究・研修・啓発を実施

83

大学や社会では
ICTの利用が増加している
「社会に開かれた」学校に

なるためには、
社会の最新の動向を注意深く
見定めることが必要！

留意点

84
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（６）将来の自立に
向けた日常生活・
社会生活の支援場面

85

卒業後の日常生活、
社会生活を豊かにするために
ICTは必要不可欠！

必要性

86

障害のある人達に便利なアプリの例

87

現在は
スマートスピーカーと
IoT（Internet of 
Things）への

注目も高まっている！

88
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スマートスピーカーで出来ること
• テレビやエアコンなどの家電の操作
• 各種ニュース、天気予報、時間、お店、
交通情報等の情報の取得
• ラジオがなくても、ラジオを聞くことが
できる
• 各種翻訳
• 電子ブックのリーディングサービス等

89

スマート
スピーカーは
応答する環境を
支える

テクノロジー

90

応答的環境とは、子ども
の自発的学習を促進する

学習環境。
ムーアらが提唱した概念。
（Moore, O.K. and Anderson, A.R.,1968）

91

応答的環境の条件
• 子どもが自由に探索できること
• 子どもの活動の結果がすぐに子どもに知らされ
ること

• 子どもが好む自由な進度で活動できること
• 環境内の諸関係を見出すために、あるいは問題
を解決するために、子どもは自分の能力を十分
に発揮できること

• 発見された構造（知識）が、他に応用できる一
般性を持つこと
http://www.t-kyoikukai.org/teigen/teigen15.html

92
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就労はもちろん
卒業後の生活を見据えた
ICTの利活用支援や
他機関との連携が重要！

留意点

93

（７）障害理解について
指導する場面

94

障害の社会モデルの観点から
「心のバリアフリー」を
普及・啓発しなければ、
社会的障壁は解決できない！

必要性

95

ユニバーサルデザイン2020行動計画

ユニバーサルデザインの街づくり
＆

「心のバリアフリー」の推進

当事者参加
＆

当事者の視点の重視

96
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「心のバリアフリー」啓発動画

http://psylab.hc.keio.ac.jp/tokyo2020/kokoro/

97

共生社会に向けて

98

見えないことや聞こえないこと
等が「障害」なのではなく、
見えない人や聞こえない人達の

ことを想定せずに
社会が作られた社会的障壁が

「障害」である！

留意点

99

５．おわりに

100
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ICTは道具！

ICT活用で目指すべき
目標は

ノーマライゼーションの
実現！

101

ノーマライゼーションとは？
• 障害のある人ひとりひとりの人権を認め、取り
巻いている環境条件を変えることによって、生
活状況を、障害のない人の生活と可能なかぎり
同じにして、『共に生きる社会』を実現しよう
とするもの

• ノーマライゼーションの原理は、知的障害やそ
の他の障害をもつ全ての人が、彼らがいる地域
社会や文化の中でごく普通の生活環境や生活方
法にできる限り近い、もしくは全く同じ生活形
態や毎日の生活状況を得られるように、権利を
行使するということを意味している

102

Society 5.0は
技術で

ノーマライゼーションを
実現する社会と
なるべき！

103

かけがえなく
生まれてきたのに、
運悪く生まれてきたと

信じるように
なってしまう。

•E.リンドグレーン（スウェーデンの詩人）
詩集「道なき人」より

104


